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地方の公会計整備の取組み

地方 国

平成12年  3月
「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」
報告書

・普通会計バランスシートの作成モデルを公表

10月 「国の貸借対照表（試案）」

・「国の貸借対照表作成の基本的考え方」をとりまとめ、平成10年度決
算分より公表

平成13年  3月
「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」
報告書

・行政コスト計算書、各地方公共団体全体のバランスシートの作成モデルを公表

平成16年  6月 「省庁別財務書類の作成基準」（財政制度等審議会）

10月 「省庁別財務書類（14年度決算分）」を公表

平成17年 9月 「地方公共団体の連結バランスシート（試案）」 「国の財務書類（15年度決算分）」を公表

・公社・第3セクター等を含めた連結バランスシートの作成モデルを公表 ・国のフローとストックの財務情報を作成

平成18年 3月
全都道府県・政令市で「連結バランスシート（試案・16年度決
算分）」を公表

5月 「新地方公会計制度研究会」報告書公表

6月
「公会計整備の一層の推進に向けて～中間取りまとめ～」
（財政制度等審議会）

7月 「新地方公会計制度実務研究会」発足

8月
「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指
針」総務事務次官通知
・取組状況や団体規模に応じ、３年後ないし５年後までに、４表の整備又
は４表作成に必要な情報の開示を要請



公会計の整備を検討すべき背景

１ 行政の信頼の確保と情報開示の徹底

２ 地方分権の推進

・地方分権改革推進法、地方分権改革推進委員会

３ 夕張市問題と個々の地方公共団体の財政状況に対する注目

４ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律の成立

５ 地方公共団体及びその外郭団体に対する金融機関の目線の

変化

６ 資産・債務改革



公会計整備の意義

１ 現金主義による会計処理の補完

・見えにくいコストの明示、正確なストックの把握、将来

の住民負担に対する意識

２ 公社・3セク等との連携を踏まえた会計の整備による全体的

な財政状況の把握

３ コスト分析と政策評価への活用

・事業別、施設別の財務書類を用いた検討

４ 資産・債務改革への対応

・平成21年度夏までを目途に具体的施策を策定



現金主義による会計処理の補完
現金主義の意義：分かりやすい資源配分

しかし、見えにくいコストも存在

・次世代に引き継ぐ資産は？

・将来職員が退職する場合の負担は？

・債務超過している宅地造成事業の債務は？

・損失補償している公社・３セクの債務は？

・経常的な行政サービスにかかったコストは？

・受益者負担でどれほどコストが賄われたか？

・経常的経費や投資的経費の財源は？

・年間での資金の変動は？

・資産がどのように変動したのか？

・資産はどのような財源で形成されたのか？

貸借対照表

行政コスト計算書

資金収支計算書

純資産変動計算書


